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１ 経済波及効果分析の概要 
「観光消費による経済波及効果の「見える化」分析ツール（以下、「分析ツール」と言う。）」

は、観光客の消費が地域経済にどのような影響を与えているのかについて、産業連関表を使用して各

産業に与える経済波及効果を推計し、「見える化」を図ることで、地域の様々な関係者の観光振興へ

の意識を醸成するために活用いただくことを目指し、作成しました。 

「分析ツール」のアウトプットである経済波及効果の各指標は、公開されている公的統計データ

や、アンケート調査を通じて得たデータを入力することによって、自動的に推計されます。本説明書

では、推計に必要なデータの入力方法や出力画面の解説を行います。 

 

＜経済波及効果のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この「分析ツール」は、観光消費が地域に与える効果の傾向を掴むための推計ツールです。専門的

な知識を持ち合わせていなくても、簡易的に分析できることを目指して作成したものであり、高度

な調査・分析を行った結果、「分析ツール」の推計結果と異なる場合がございますので、あらかじ

めご了承ください。 

  

消費の発生

観光客による

お土産品（お菓子）の購入

直接効果
原材料への波及効果

（一次波及効果）

他の地域からの移入

国外からの輸入

×域内

自給率

100万円

10万円

牛乳を販売している

卸売会社の売上げが増加

小麦を生産している

農家の売上げが増加

砂糖を生産している

工場の売上げが増加

30万円

15万円

10万円

家計を迂回した波及効果

（二次波及効果）

食事したレストランの売上げが増加

遊びに行った遊園地の売上げが増加

5万円

3万円

×雇用者

所得率

×消費性向

（消費の増加）

お菓子を作っている

製造会社（工場）の

売上げが増加
60万円

お菓子を販売している

お土産店の売上げが増加

20万円

流通

お菓子を工場から

店舗に運ぶ運送会社の

売上げが増加

10万円

運輸

関連産業で働く

人々の所得が増加
10万円
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２ 推計ツールの構成 
「分析ツール」（Excelファイル）は以下のシートで構成されています。 

 

出力結果 「結果」シート 分析結果を表示します。 

入力項目 「入力」シート 算出に必要なデータを入力します。 

「入力_シミュレーション」シート シミュレーションを行う際に入力します。 

「入力_産業部門の分類」シート ※通常は操作しません。 

「入力_北海道投入係数表」シート 北海道の産業連関表を入力します。 

※通常は操作しません。 「入力_北海道基本取引表」シート 

「入力_マージン」シート 
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３ 推計方法 
観光消費による経済波及効果の「見える化」の分析にあたっては、２つのパターンで推計すること

ができます。 

 

１ 

アンケート調査の結果を用いた推計（サーベイ法） 

事業者アンケート調査を実施し、移輸出入額を把握し、その結果に基づき

推計する方法。（「２．既存統計からの推計」に比べ精度が高い） 

２ 
既存統計からの推計（ノンサーベイ法） 

既存の公的統計データを用いて、地域の傾向を推計する方法 

 

      ＜各地域が収集する必要があるデータ＞ 

１ ２ データ 内容 参考㌻ 

〇 〇 観光入込客数 
・自地域の観光入込客数に関するデータ（総数／日

帰り客・宿泊客／道内客・道外客等） 
８ 

〇 〇 観光消費額 
・自地域の観光客の消費に関するデータ 

＜観光客に対するアンケート調査により把握＞ 
９ 

〇 ― 移輸出入額 
・自地域の事業者の移輸出入額に関するデータ 

＜事業者に対するアンケート調査により把握＞ 
11 

〇 〇 財 政 
・自地域の財政に関するデータ（歳出合計・公債費・

土木費・個人市町村民税・法人市町村民税） 
16 

〇 〇 人 口 ・自地域の人口に関するデータ 17 

〇 〇 従業員数 
・自地域の各産業の従業者数に関するデータ（各産

業部門の従業者数・個人事業主数・家族従業者数） 
18 

〇 〇 生産額 ・自地域の各産業の生産額(収入額)に関するデータ 20 

※「〇」がついている部分の数値を「入力」シートに入力することで、自動的に算出されます。 

 

＜定期的に更新が必要となるデータ＞ 

データ 内容 参考㌻ 

消 費 
・北海道民の消費に関するデータ（消費支出・実収入・可処分所得）

（毎年更新） 
15 

北海道産業連関表 
・北海道産業連関表（統合中分類）における基本取引表、投入係数表

（５年に１回更新） 
23 

商業マージン表 
・産業連関表のうち、生産者価格評価表、商業マージン表、国内貨物

運賃表、購入者価格評価表に関するデータ（５年に１回更新） 
25 
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４．推計結果の見方 
「結果」シートに以下のような推計結果が表示されます。 

 

 

① 観光消費の実態 

  

・ 観光入込客数の合計と総観光消費額を表示し、下段に、観光客の属性別（日帰り・宿泊別または、
居住地別）の観光入込客数、観光消費単価、総観光消費額が表示され、検証することができます。 

・ 観光客の消費に関するアンケートの回答状況によって、総観光消費額と属性別の内訳の合計が一致
しない場合があります。詳しくは、８ページで解説しています。 

※総観光消費額は、観光消費単価×観光入込客数で計算しています。 

  

©北海道経済部観光局

観光入込客数 455,400人

総観光消費額 3,659百万円

観光入込客数 （人） 観光消費単価 （円） 総観光消費額（百万円）

日帰り客 382,400 6,656 2,545

宿泊客 73,000 15,254 1,114

道内客 394,200 7,663 3,021

道外客 61,200 27,790 1,701

外国人客 0 0 0

域内調達率
農業 83.4 %

林業 24.8 %

漁業 0.0 %

鉱業 8.3 %

製造業 25.8 %

建設業 100.0 %

電気・ガス・水道 97.8 %

商業 81.5 %

金融・保険・不動産 58.4 %

運輸・情報通信 58.0 %

公務 100.0 %

サービス業 37.4 %

分類不明 89.1 %

経済波及効果 4,328百万円発生

観光ＧＤＰ 1,736百万円押し上げ

雇用者 277人／年の新規雇用者を誘発

税収 55百万円の税収効果

生産誘発額

（百万円）

粗付加価値

（百万円）

所得誘発額

（百万円）

雇用誘発数

（人）

税収効果

（百万円）

直接効果 2,934 1,736 1,037 212 39

１次波及効果 781 399 194 37 9

２次波及効果 613 369 162 28 7

合計 4,328 2,504 1,393 277 55

(百万円)

与件ﾃﾞｰﾀ 生産誘発額
最終需要
額

直接効果
1次生産
誘発効果

2次生産
誘発効果

合　計

131 109 34 10 153 66 13

0 0 2 1 3 2 1

357 0 0 0 0 0 0

0 0 28 14 42 22 8

465 120 183 104 407 119 47

0 0 15 0 15 7 5

0 0 64 28 92 44 17

399 399 79 148 627 436 258

0 0 58 143 200 155 25

1,105 1,105 167 62 1,334 768 404

0 0 0 3 3 2 1

1,201 1,201 132 100 1,434 883 613

0 0 19 0 20 0 0

合　計 3,659 2,934 781 613 4,328 2,504 1,393

分類不明

鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道

商業

金融・保険・不動産

漁業

粗付加価値
誘発額

雇用者所得
誘発額

部門分類

農業

林業

運輸・情報通信

公務

サービス業

Result

１ 観光消費の実態

２ 産業の域内調達率

３ 経済波及効果

４ 産業別の観光による経済波及効果

北海道経済部観光局 「稼ぐ観光」具体化調査実践モデル事業経済波及効果「見える化」ツール

ほっかい市の観光による経済波及効果 対象期間：平成 30 年度

1. アンケート調査

観光客による

消費の発生

×域内

自給率

原材料の生産の増加

消費の増加による生産の増

加

×雇用者

所得率

×消費性向

（消費の増加）

域内の生産の増加

雇用者の所得の増加

3,659 百万円 2,934 百万円 百万円

百万円 百万円

781

6131,393

最終需要額 直接効果
１次生産

誘発効果

雇用者所得

誘発額

２次生産

誘発効果

平成28年 収入額

農業

林業

漁業

鉱業

製造業 18,807 百万円

建設業

電気・ガス・水道

商業 65,588 百万円

金融・保険・不動産

運輸・情報通信

公務

サービス業

分類不明
※「入力シート」12に入力すると反映されます。

（参考）各産業の１年間の収入（売上）／経済センサスより
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② 各産業の域内調達率 

  

・ 域内調達率とは、各産業部門の生産物（商品、サービス等）が域内でどのぐらい生産されているか
を示す割合です。 

 

③ 経済波及効果 

  

・ ある産業の最終需要（観光客の消費）が発生した場合、それを満たすために当該産業の生産が増加
します。生産額が増加することによって、粗付加価値（観光客の消費を満たすための生産による雇

用者所得（雇用者に支払われる賃金・俸給など）や企業の利潤等）や所得・雇用者の誘発（観光客

の消費の増加によって見込まれる新たな需要に対応するための生産による所得・雇用者の増加）、

税収の増加が見込まれます。これを直接効果と言います。 

・ また、原材料やサービスの購入、雇用者所得の増加がもたらす新たな消費の増加によって他の産業
の生産も誘発され、それによってさらに粗付加価値や所得・雇用者、税収が増加します。直接効果

による生産のために必要な原材料やサービスの購入による各産業の生産の増加を一次波及効果、直

接効果と一次波及効果によって誘発された雇用者所得が新たな需要を発生させ、それにより各産業

において新たな生産、所得・雇用者が誘発されることを二次波及効果と言います。 

・ 経済波及効果とは、広義では、各産業において、直接効果から一次波及効果、二次波及効果と波及
を繰り返していく全体の効果を意味し、ここでは、直接効果、一次波及効果、二次波及効果の生産

誘発額の合計を指しています。 

・ 観光 GDPとは、UNWTO（世界観光機関）が定める国際基準『TSA（Tourism Satellite Account）』

において、観光消費のうち観光客に対して直接提供する財貨・サービスの付加価値とされており、

観光庁でも導入されています。この分析ツールでは、観光消費の全てを対象とした直接効果の粗付

加価値誘発額として求めています。  
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④ 産業別の観光による経済波及効果 

   

・ この表は、③経済波及効果の産業別内訳をまとめたものです。 

 

たとえば、 

①お土産のとうもろこしの購買額が増えると、（最終需要額の増加） 

②その分、域内で農業の生産が増加します。（直接効果） 

③また、農業の生産に必要な原材料・サービスの仕入れが発生することで、それらの産業の生産が

増加します。（一次波及効果） 

④生産の増加により、雇用者の所得が増加し、消費が増加することで、その分、域内での各産業の

生産が増加します。（二次波及効果） 

 

※これは経済波及効果を簡単なフロー図として表現したものです。 
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５ 入力項目の説明 
（１）「入力」シートについて 

観光消費による経済波及効果の「見える化」を推計するために必要なデータの入力について、解説

します。 

 

① 市町村・地域・エリア名 

  （１．対象の市町村・地域・エリア名を入力してください。） 

「結果」シートのタイトルに表示する市町村・地域・エリア名等を指定します。 

１）「入力」シートの入力欄に対象の市町村を入力してください。 

自治体の場合は、末尾の「市」「町」「村」まで入力してください。 

    

 

② 年次 

  （２．推計の年次を入力してください。） 

  分析対象年次を入力します。 

１）「入力」シートの入力欄に対象の年次を入力してください。 

元号が変更になりましたら、新しい元号で入力してください。 

 

 

③ 推計方法 

  （３．推計の方法をドロップダウンリストより選択してください。） 

  推計方法を選択します。 

１）「入力」シートのドロップダウンリストから、「１．アンケート調査」、「2. 既存統計から

推計」のどちらかを選択してください。 

１を選択すると事業者アンケート調査の結果を用いた推計（サーベイ法）、２を選択すると

既存統計からの推計（ノンサーベイ法）で推計が行われます。 

 

 

＜１．アンケート調査の結果を用いた推計（サーベイ法）＞ 

「２．既存統計からの推計」より精度の高い分析手法です。11ページに記載されている移輸出

入額の把握を行う必要があります。事業者アンケートを実施し、推計を行います。 

（参考としている手法：内閣府地方創生推進室「地方創生推進に関する知的基盤の整備」） 

 

＜２．既存統計からの推計（ノンサーベイ法）＞ 

既存の公的統計データを使用し、地域の特性等を考慮して推計を行います。 

  （参考としている手法：環境省「地域経済循環分析」） 

  

市町村・地域・エリア名 ほっかい市

年次 平成 30 年度

推計方法 1. アンケート調査
ドロップダウン 

リスト 
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④ 観光客の属性別の観光入込客数 

  （４．推計する期間（１年間）にあたる地域の観光入込客数を入力してください。） 

観光入込客数を入力します。 

１）「入力」シートの入力欄に対象年次の観光入込客数を入力してください。また、観光客の属

性別（日帰り・宿泊、居住地など）の観光入込客数を入力してください。 

２）観光客属性を変更する場合は、属性の名前を入力してください。 

３）各々の観光客属性がどのカテゴリに属するか入力します。これは、合計値を同一カテゴリで

計算するための仕分けです（※）。カテゴリの名前は任意です。 

 

※観光客に対するアンケート調査では、一部未回答のままアンケート調査票を回収す

る可能性があります。未回答の項目によって、各観光客属性別の値と、全ての回答

から計算する総数の値が一致しないことがあります。カテゴリを設定し、同一カテ

ゴリ内で合計を計算することによって、一部未回答のアンケート調査票を確認・処

理することなく、合計と内訳（選択したカテゴリ）を一致させることができます。 

 

※広域の場合は、含まれる市町村の合計を入力します。 

 

 

 

 

観光入込客数のデータについては、北海道経済部観光局「観光入込客数調査報告書」に、日帰り

客・宿泊客、道内客・道外客、外国人客の数値が掲載してありますのでご活用ください。 

※北海道経済部観光局「観光入込客数調査報告書」

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/irikomi.htm 

     

観光客属性 属性のカテゴリ
観光入込客数

（人）

総数 総数 455,400

日帰り客 日帰り・宿泊 382,400

宿泊客 日帰り・宿泊 73,000

道内客 居住地 394,200

道外客 居住地 61,200

外国人客 居住地 0

１）入力欄 

２）入力欄 ３）入力欄 

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/irikomi.htm
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⑤ 消費項目別の観光消費単価 

 （５．地域の観光消費単価を入力してください。） 

観光消費単価（一人当たりの観光消費額）を入力します。観光消費単価は、来訪者アンケート調

査等で把握する必要があります。 

分析する地域の値がない場合は、「観光で稼ぐ！ための手引書 観光消費の拡大と域内経済への

波及をめざして～データに基づき観光施策を作り上げる“７つのステップ”～」の 32ページをご

参照いただき、調査を実施してください。もしくは、既存のデータから推計することが考えられま

す。（参考：北海道経済部観光局「北海道観光産業経済効果調査」、札幌市経済観光局観光・MICE

推進部観光・MICE推進課「札幌市観光産業経済効果調査」等） 

 

１）消費項目ごとに消費単価を入力してください。 

入力欄は大分類用と小分類用があります。どちらか、または両方の表の各消費項目に総数・

属性毎の消費単価を入力してください。なお、総数・属性毎の入力についても、いずれかの入

力でも分析が出来ますので、把握している範囲内で入力してください。 

（例：大分類・総数のみの入力でも分析可能） 

◆消費項目別の観光消費額データについて 

本ツールに入力されている大分類及び小分類は、「観光で稼ぐ！ための手引書 観光消費の拡

大と域内経済への波及をめざして～データに基づき観光施策を作り上げる“７つのステップ”～」

で推奨している調査票に基づき設定しています。標準では、その調査票に基づき消費項目が設定

されていますが、各地域独自で行っている調査がありましたら、本ツール「入力」シートの５．

で大分類、小分類の各消費項目名の変更を行うとともに、６．において、各消費項目に対する産

業連関表の産業部門をドロップダウンリストより選択してください。 

 

【参考例：推奨している調査票】 
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【消費に関するの入力】 

 

 

 

 

【消費項目を変更した場合の振り分ける産業を選択するドロップダウンリスト】 

 

 

 

 

◆６．の選択は最後に行いますので、７に移ります。 

  

大分類 （円）

観光消費需要

消費項目（質問項目）

（大分類）

総数 日帰り客 宿泊客 道内客 道外客 外国人客

交通費 979 566 1,853 824 1,822 0

宿泊費 1,722 161 5,063 1,236 4,143 0

飲食費 1,509 744 3,060 1,351 2,370 0

買い物費 1,731 1,851 1,524 1,637 2,331 0

その他（入場料など） 389 329 531 332 739 0

小分類 （円）

観光消費需要

消費項目（質問項目）

（小分類）

総数 日帰り客 宿泊客 道内客 道外客 外国人客

鉄道（ロープウェイ・ケーブルカー等含む） 68 12 195 36 493 0

レンタカー代 1788 1618 2235 1458 5460 0

バス・タクシー・ハイヤー 479 641 127 156 3746 0

ガソリン代 699 647 848 613 1619 0

有料道路、駐車料金 117 46 241 94 446 0

その他の交通費 16 23 0 17 0 0

宿泊 1722 161 5063 1236 4143 0

飲食 1509 744 3060 1351 2370 0

農産品(果物・野菜・花など) 372 413 298 247 1444 0

農畜産加工品(ハム・乳製品など) 66 38 130 18 591 0

その他の食料品（お菓子・お酒・弁当など） 167 155 202 32 1479 0

電器製品（カメラ・電池など） 58 85 0 42 263 0

水産品(鮮魚・魚介類など) 1334 1163 1751 1187 2546 0

水産加工品(干物・練製品など) 165 149 209 180 0 0

繊維製品(衣料品、帽子など) 457 103 0 498 0 0

その他の製造品（化粧品・ガラス製品など） 100 142 13 60 533 0

美術館・博物館・動物園・水族館・植物園など 89 95 70 32 727 0

立ち寄り温泉・混浴施設・エステ 322 252 482 321 387 0

レクリエーション・スポーツ・スポーツ観戦・芸術鑑賞 224 171 332 86 1543 0

遊漁船（釣り等）・ガイド料（現地ツアー等） 0 0 0 0 0 0

大分類 （百万円）

観光消費需要

消費項目

（大分類）

振り分ける

産業部門
総数 日帰り客 宿泊客 道内客 道外客 外国人客

総数 日帰り・宿泊 日帰り・宿泊 居住地 居住地 居住地

交通費 運輸・情報通信 446 217 135 325 112 0

宿泊費 サービス業 784 62 370 487 254 0

飲食費 サービス業 687 285 223 533 145 0

買い物費 製造業 788 708 111 645 143 0

その他（入場料など） サービス業 177 126 39 131 45 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

合計 2,883 1,396 878 2,121 698 0

１）入力欄 

１）入力欄 

消費項目名を変更する

場合に選択 

消費項目名を変更する

場合に入力 
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⑥ 移輸出入額に関するデータ 

（７．事業者アンケート調査を実施した場合は、移輸出額を推計して入力してください。） 

「③ 推計方法」で「１．アンケート調査」を選択した場合、以下の説明に従い、入力を行って

ください。 

「２．既存統計からの推計」を選択した場合は、入力不要です。 

 

１）地域内に存在する各事業所に対し、事業者アンケート調査（※）を行います。直近の決算期の

取引内容について伺うものですので、実施する時期、頻度等は任意です。 

２）アンケート調査結果を取りまとめ（※）、各産業部門の移輸出額と移輸入額、事業所数、調査

票の回収数を入力してください。 

（※アンケート調査と、その結果の取りまとめ方法は次のページから解説しています。） 

３）調査票の回収の割合が僅少の場合は、その産業部門については既存統計からの推計を行うこと

ができます。 

「当該産業部門の回収数／当該産業部門の全事業所数」が指定した割合以下の場合に、既存統

計から推計を行うよう、割合を指定します。 

（全事業所数の数や許容する精度にもよりますが、概ね 10％程度で設定しておくことが望ま

しいと考えます。） 

 

 

 

 

  

回収の割合が 0 %以下の産業部門については、既存統計より推計する。

移輸出（百万円） 移輸入（百万円） 事業所数（件） 回収票数（件） 回収の割合（％）

農業 161 1,439 17 4 24

林業 0 1,621 3 1 33

漁業 0 0 0 0 0

鉱業 0 0 1 0 0

製造業 6,444 43,688 104 7 7

建設業 6,986 0 54 22 41

電気・ガス・水道 0 0 2 0 0

商業 20,141 0 361 24 7

金融・保険・不動産 1,636 3,465 173 8 5

運輸・情報通信 1,205 200 50 3 6

公務 0 0 0

サービス業 16,212 3,514 639 72 11

分類不明 0

２）入力欄 

３）入力欄 
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◆事業者アンケート調査（移輸出入額の調査）について 

「分析ツール」とともに提供しています「調査票」をホームページからダウンロードしてくださ

い。業種によって８種類（農業、林業、水産業、建設業、製造業、卸売・小売業、サービス業、運

輸業）あります。 

本調査票の問 4「売上」のデータを移輸出額の推計に、問５「仕入」、問６「サービスへの支払

い」を移輸入額の推計に使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の表を参考に地域内の各事業所へ郵送（返信用封筒を同封、メールによる回答など）し、

協力を依頼します。 

【事業者アンケート調査用紙と送付先の事業者（産業）との関係】 

アンケート用紙 経済センサス産業分類 

農業 A(01)農業 

林業 A(02)林業 

水産業 B漁業 

製造業 C鉱業、E製造業 

建設業 D建設業 

卸売・小売業 I卸売業・小売業 

運輸業 H運輸業・郵便業 

サービス業 F電気・ガス・熱供給・水道、G情報通信業、J金融業・保険業、K不動産

業・物品賃貸業、L学術研究・専門・技術サービス業、M宿泊業・飲食サー

ビス業、N生活関連サービス業・娯楽業、O教育・学習支援業、P医療・福

祉、Q複合サービス事業、Rサービス業 

 ※事業者アンケート調査用紙の設問項目は、基本情報から取引内容、設備投資まで幅広く調査し

ていますが、集計に必要なのは問４、問５、問６です。必要に応じて編集してください。 
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◆移輸出額と移輸入額の集計方法 

 「分析ツール」とともに提供しています「移輸出入入力ファイル」をダウンロードし、以下の順

で入力しください。 

 ① 事業所数の入力 

  事業者アンケート調査を実施した際に参照した地域内の各産業の事業所数を入力してくださ

い。もしくは、総務省・経済産業省「経済センサス（活動調査）」から従業員数を入力します。 

（http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html） 

   

 

② 問４ 事業所の売上について 

 このシートでは、事業所の売上に占める地域内での取引を算出します。 

 地域内・外での取引実態から、当該産業の生産額及び移輸出を明らかにします。 

 １）下記のとおり、移輸出入入力ファイルにアンケートの回答を入力していきます。 

 

 

 

 

 

◆各品目に対応する産業分類は、以下のページをご参照ください。（総務省HP） 

（参考：http://www.soumu.go.jp/main_content/000368491.pdf） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数

農業 17

林業 3

漁業 0

鉱業 1

製造業 104

建設業 54

電気・ガス・水道 2

商業 361

金融・保険・不動産 173

運輸・情報通信 50

公務

サービス業 639

ＩＤ Ｑ４　品目名 品目の産業を選択 Ｑ４　売上 Ｑ４　構成

比（％）

Ｑ４　市内

（％）

Ｑ４　市外

（％）

Ｑ４　北海

道外（％）

Ｑ４　海外

（％）

総額 市内 市外 北海道外 海外 市外＋北

海道外＋

海外

回答事業

者の産業

部門を選

択

01001 アスパラ、スイートコーン、ミニトマト 農業 1996 10 25 65 0 3301 199.6 499 1297.4 0 1796.4 農業

01001 花卉 農業 1305 1 5 94 0 3301 13.05 65.25 1226.7 0 1291.95

0

0

0

0

0

0

0

0

0

同一事業者は同一 IDで振り分けます。 

回答があった取引の区分（品目）を入力し、対応する産業を選択します。 

※産業分類は、「分析ツール」の分類です。 

回答があった売上、地域別の割合、売上総額を入力します。 

回答した事業者の産業を選択します。 

※産業分類は、「分析ツール」の分類です。 

http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000368491.pdf
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③ 問５ 事業所の仕入について 

  このシートでは、事業所の仕入に対する地域内での取引を算出します。 

  地域内・外での取引実態から、当該産業の移入／域内調達率を把握します。 

 １）下記のとおり、移輸出入入力シートにアンケートの回答を入力していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

◆各品目に対応する産業分類は、以下のページをご参照ください。（総務省HP） 

（参考：http://www.soumu.go.jp/main_content/000368491.pdf） 

 

 ③ 問６ 事業所のサービスへの支払いについて 

  このシートでは、外注しているサービス等の域内・域外調達率を把握します。 

１）②問５と同じ作業を行います。 

 

 ④ 「分析ツール」に入力結果を貼り付けます。 

【移輸出入入力ファイル】        ⇒        【分析ツール】 

   

 

 

 

  

ＩＤ Ｑ５　品目名 品目の産業を選択 Ｑ５　仕入 Ｑ５　構成

比（％）

Ｑ５　市内

（％）

Ｑ５　市外

（％）

Ｑ５　北海

道外（％）

Ｑ５　海外

（％）

総額 市内 市外 北海道外 海外 市外＋北

海道外＋

海外

回答事業者の産業部

門を選択

01001 軽油、灯油 農業 135 100 946 135 0 農業 農業

01001 野菜種子、花のセル苗 農業 257 49 45 6 946 125.93 115.65 15.42 131.07 農業

移輸出（百万

円）

移輸入（百万

円）
事業所数（件） 回収票数（件）

農業 525 22 17 1

林業 0 0 3 0

漁業 0 0 0 0

鉱業 0 0 1 0

製造業 0 0 104 0

建設業 0 0 54 0

電気・ガス・水道 0 0 2 0

商業 0 0 361 0

金融・保険・不動産 0 52 173 0

運輸・情報通信 0 0 50 0

公務 0 0 0 0

サービス業 0 0 639 0

分類不明

移輸出（百万円） 移輸入（百万円） 事業所数 回収票数 回収の割合

農業 161 1,439 17 4 24

林業 0 1,621 3 1 33

漁業 0 0 0 0 0

鉱業 0 0 1 0 0

製造業 6,444 43,688 104 7 7

建設業 6,986 0 54 22 41

電気・ガス・水道 0 0 2 0 0

商業 20,141 0 361 24 7

金融・保険・不動産 1,636 3,465 173 8 5

運輸・情報通信 1,205 200 50 3 6

公務 0 0 0

サービス業 16,212 3,514 639 72 11

分類不明 0

￥

同一事業者は同一 IDで振り分けます。 

回答があった取引の区分（品目）を入力し、対応する産業を選択します。 

※産業分類は、「分析ツール」の分類です。 

回答があった仕入、地域別の割合、仕入総額を入力します。 

回答した事業者の産業を選択します。 

左列は同一事業者全ての行に、右列は同一事

業者内でいずれか一行で選択します。 

※産業分類は、「分析ツール」の分類です。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000368491.pdf
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⑦ 消費に関するデータ 

  （８．「家計調査」（二人以上世帯・勤労世帯（農林漁家含む））より、消費支出、実収入、可

処分所得を入力してください。） 

消費性向を計算します。総務省「家計調査」より北海道の消費に関するデータを入力します。 

※「家計調査」の北海道のデータは北海道情報統計局統計課のウェブページから入手できます。

年平均の主要家計指標（北海道－勤労者世帯・全世帯）の Excelファイルより該当するデータ

を入力してください。 

（総務省「家計調査」http://www.stat.go.jp/data/kakei/index3.html） 

（北海道総合政策部情報統計局統計課 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/） 

 

１）対象年次までの５年間のデータを入力してください。 

 消費支出 

 実収入 

 可処分所得 

 

※平均消費性向は自動的に計算されます。 

平均消費性向＝消費支出÷可処分所得 

（可処分所得＝実収入－非消費支出） 

 

２）推計に使用する平均消費性向の年次を入力してください。 

 

   

 

  

平成29年 平均消費性向 0.75

（円）

消費支出 実収入 可処分所得 平均消費性向

CS RI DI Ca

RI-NCS CS/DI

平成25年 298,650 491,575 403,812 0.74

平成26年 297,648 493,328 405,459 0.73

平成27年 291,773 518,399 425,560 0.69

平成28年 282,386 473,550 387,683 0.73

平成29年 301,276 487,720 401,120 0.75

http://www.stat.go.jp/data/kakei/index3.html
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/
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⑧ 財政に関するデータ 

（９．対象市町村のホームページなどから「財政状況資料集」を入手し、以下のデータを入力し

てください。） 

分析する対象の市町村の財政データを入力します。 

※「財政状況資料集」は、総務省が定めた統一的な様式により公表されているものです。 

（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/jyoukyou_shiryou/index.html） 

１）対象地域のホームページなどから対象年次の「財政状況資料集」を入手し、「普通会計の状況」

のシートから以下のデータを入力してください。 

・ 歳出合計、公債費 

・ 投資的経費計 

※対象年次までの 5年分を入力してください。 

（一般政府消費支出（社会資本等減耗分）、公的固定資本形成の推計のために使用します。） 

・ 個人市町村民税（個人均等割と所得割の合計を入力） 

・ 法人市町村民税（法人均等割と法人税割の合計を入力） 

 

※広域の場合は、含まれる市町村の合計を入力します。 

  

 

  

（百万円）

ほっかい市 北海道

年次 金額 年次 金額

歳出合計 平成29年度 22,152 平成29年度 2,427,419

公債費 平成29年度 2,255 平成29年度 410,239

（百万円）

ほっかい市 北海道

年次 金額 年次 金額

平成29年度 3,312 平成29年度 460,466

平成28年度 4,766 平成28年度 453,969

平成27年度 4,991 平成27年度 394,182

平成26年度 4,672 平成26年度 428,704

平成25年度 2,673 平成25年度 438,743

（百万円）

ほっかい市

年次 金額

個人市町村民税 平成29年度 1,281 ※個人均等割と所得割の合計を入力してください。

法人市町村民税 平成29年度 216 ※法人均等割と法人税割の合計を入力してください。

投資的経費

http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/jyoukyou_shiryou/index.html
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⑨ 人口に関するデータ 

（１０．「国勢調査」から対象市町村、北海道の人口を「入力」シートに入力してください。） 

 分析する対象の市町村・地域・エリアの人口を入力します。総務省「国勢調査」より必要なデ

ータを入力します。（http://www.stat.go.jp/data/index.html から国勢調査を選択） 

１）国勢調査から対象年次の対象市町村・地域・エリア及び北海道の人口を入力してください。 

 

※広域の場合は、含まれる市町村の合計を入力します。 

 

 

  

ほっかい市 北海道

年次 人口（人） 年次 人口（人）

総人口 平成27年 29,048 平成27年 5,381,733

http://www.stat.go.jp/data/index.html
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⑩ 従業者数に関するデータ 

（１１．「経済センサス（活動調査）」より最新のデータから、対象地域の産業分類別の従業者

数、個人事業主数、家族従業者数を入力してください。） 

総務省・経済産業省「経済センサス（活動調査）」より従業員数等を入力します。 

（http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html から活動調査、調査の結果、統計表一

覧 e-Stat、都道府県別結果、01北海道を選択） 

 

【平成 28年 経済センサス（活動調査）の場合】 

ファイル名：産業（中分類）別民営事業所数,従業上の地位（6区分）,男女別従業者数,出向・派遣

従業者数及び１事業所当たり従業者数－都道府県,市区町村（CSV） 

 

１）次の項目を入力してください。 

◇対象地域 

「経済センサス（活動調査）」の対象年次以前の直近データより入力してください。 

・ 各産業部門の従業者数、各産業部門の個人事業主数、各産業部門の家族従業者数 

 

※広域の場合は、含まれる市町村の合計を入力します。 

 

◇北海道 

「経済センサス（活動調査）」の対象年次以前の直近データとその前の回のデータより、各産業

部門の従業者数を入力してください。 

 

※公務の従業員数は「経済センサス（活動調査）」には記載されていないので、対象の市町村の財

政に関する資料などを参考にし、一般行政職員数を入力します。 

※北海道の公務の従業員数に関しては、北海道の一般行政職員数と北海道内の全市町村の一般行政

職員数を合計した数を入力します。全市町村の一般行政職員数に関しては、「地域振興局市町村

課」のホームページの「北海道内市町村の給与・定員管理の状況」より入手できます。 

（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/scs/kyuuyo/index.htm） 

  

http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/scs/kyuuyo/index.htm
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【経済センサス（活動調査）】 

 

産業（中分類）別民営事業所数,従業上の地位（6 区分）,男女別従業者数,出向・派遣従業者数及び

１事業所当たり従業者数－都道府県,市区町村（CSV） 《各産業の I列、L列、O列を入力》 

 

【分析ツール】 

   

 ※産業の分類は、21ページの表をご参照ください。 

 ※「経済センサス（活動調査）」では、回答状況により特定の産業の従業員数が少なくなっている

場合があります。「国勢調査」の就業状態等基本集計（労働力状態,就業者の産業・職業など）の

「産業（大分類）,男女別 15歳以上就業者数及び産業別割合－全国,都道府県,市区町村」も参考

に、地域の実態に合っていると考える数値を入力してください。「国勢調査」の場合は、全て従

業者数に入力します。（http://www.stat.go.jp/data/index.html から国勢調査を選択） 

  

ほっかい市（平成28年）
北海道（平成28

年）

北海道（平成24

年）

従業者数（人） 個人事業主（人） 家族従業者（人） 従業者数（人） 従業者数（人）

農業 132 0 0 30,711 30,539

林業 20 0 0 4,506 4,512

漁業 0 0 0 6,187 5,769

鉱業 16 0 0 1,849 2,325

製造業 620 10 3 195,081 189,508

建設業 848 35 7 182,143 200,273

電気・ガス・水道 67 0 0 9,004 8,565

商業 2,795 95 31 472,228 475,044

金融・保険・不動産 523 119 22 110,383 119,381

運輸・情報通信 720 1 0 170,408 187,059

公務 380 0 0 45,220 46,192

サービス業 4,428 337 50 983,346 935,635

分類不明

-

-

合計 10,549 597 113 2,211,066 2,204,802

http://www.stat.go.jp/data/index.html
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⑪ 生産額（収入額）に関するデータ 

（１２．「経済センサス（活動調査）」で以下の分類の収入額がお分かりになれば、入力してく

ださい。） 

「経済センサス（活動調査）」（総務省）より収入額を入力します。 

（http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html から活動調査、調査の結果、統計表一

覧 e-Stat、都道府県別結果、01北海道を選択） 

 

【平成 28年 「経済センサス（活動調査）」の場合】 

ファイル名：産業（大分類）経営組織（3区分）別民営事業所数,従業者数,売上(収入)金額,1事業所

当たり従業者数,1事業所当たり売上(収入)金額及び従業者１人当たり売上(収入)金額

－都道府県,市区町村（CSV） 

 

１）対象地域について、各産業の収入額を入力します。 

   

 ※産業の分類は 22ページの表をご参照ください。 

  

経済センサス年次 平成28年

（百万円）

ほっかい市

収入額

農業

林業

漁業

鉱業

製造業 18,807

建設業

電気・ガス・水道

商業 65,588

金融・保険・不動産

運輸・情報通信

公務

サービス業

分類不明

-

-

http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html
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「分析ツール」分類 「経済センサス」産業分類 

農業 A(01)農業 

林業 A(02)林業 

漁業 B漁業 

鉱業 C鉱業 

製造業 E製造業 

建設業 D建設業 

電気・ガス・水道 F電気・ガス・熱供給・水道 

商業 I卸売業・小売業 

金融・保険・不動産 J金融業・保険業、K不動産業・物品賃貸業 

運輸・情報通信 G情報通信業、H運輸業・郵便業 

公務 S公務 

サービス業 L学術研究・専門・技術サービス業、M宿泊業・飲食サービス業、N生

活関連サービス業・娯楽業、O教育・学習支援業、P医療・福祉、Q複

合サービス事業、Rサービス業 
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（２）「入力＿産業部門の分類」シートについて 

このシートは、基本的に操作しません。 

 

・ 域内調達率が 100％と考えられる産業は、②に“○”を入力します。 

 ○をつけた部門については、観光客の消費による需要の増加が全て域内直接効果に反映され
るように計算されます。地域の実情や、参考とする文献等の考え方に合わせて選択してくだ

さい。 

 

     

 

・ 北海道産業連関表の分類が変更された場合は、「入力_産業部門の分類」シートの入力欄に入力

し、それらの分類を出力する結果の分類に振り分け直してください。 

 

 

 

  

分類数 13

結果の分類 ① ②

1 農業 農林水産業

2 林業 農林水産業

3 漁業 農林水産業

4 鉱業

5 製造業

6 建設業 建設業

7 電気・ガス・水道

8 商業 商業 ○

9 金融・保険・不動産 ○

10 運輸・情報通信 運輸 ○

11 公務 公務 ○

12 サービス業 ○

13 分類不明

北海道産業連関表の産業部門分類 結果の分類への振分け

1 食用耕種農業 農業

2 非食用耕種農業 農業

3 畜産 農業

4 農業サービス 農業

5 林業 林業

6 漁業 漁業

7 金属鉱物・非金属鉱物 鉱業

8 石炭・原油・天然ガス 鉱業

9 食肉・畜産食料品 製造業

10 水産食料品 製造業

11 精穀・製粉 製造業



 

23 

（３）北海道産業連関表（「入力＿北海道基本取引表」シート／「入力＿北

海道投入係数表」シート）について 

このシートは、基本的に操作しません。 

 

・ 経済波及効果の「見える化」分析ツールは、
北海道産業連関表を基に作成しています。

北海道産業連関表は5年に1回作成され

ますので、対象年次以前の新しいデータ

が公表されていれば更新します。本ツー

ルでは北海道の統合中分類（約 100～

110分類）の産業連関表をベースにしま

す。 

 

 

・ 産業連関表は基本取引表、投入係数表、逆行列表などの複数の表からなりますが、本推計で使用す
るデータは以下の２つです。 

 北海道産業連関表（統合中分類）の基本取引表 

 北海道産業連関表（統合中分類）の投入係数表 

 

 

 

・ それぞれを「入力_北海道基本取引表」シート、「入力_北海道投入係数」シートの行列の分類と合

うように、内生部門、粗付加価値部門、最終需要部門、道内生産額のデータをコピーアンドペー

ストしてください。 

 

  

＜平成 31年３月時点＞
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（４）「入力＿マージン」について 

このシートは、基本的に操作しません。 

・ 観光消費額は購入者価格のため、これを生産者価格に変換する必要があります。そのために、ある
製品が購入された場合に、そのうちどの程度が流通や物流のマージンなのかを算出します。 

・ マージンの算出のために、国の産業連関表の以下のデータを「入力_マージン」シートに入力しま

す。 

 

  

「生産者価格評価表」（統合中分類）の国内需要合計の列 

「商業マージン表」（統合中分類）の国内需要合計の列 

「国内貨物運賃表」（統合中分類）の国内需要合計の列 

「購入者価格評価表」（統合中分類）の国内需要合計の列 

 

※上記の四表は e-Statの産業連関表のページなどから入手できます。国内需要合計の列は Excelファ

イルの右側のほうの最終需要部門にあります。 

※四表の分類と対応する出力する結果の分類を「結果の分類」の欄のドロップダウンリストから選択し

て入力してください。 

※出力する結果の分類で上記の四表の分類より細かい分類を指定する場合は、四表の該当する分類の行

の「結果の分類」の欄に複数の分類を入力してください。（たとえば、食料品より細かい「畜産食料

品」と「水産食料品」を結果の分類として指定する場合は、食料品の行の「結果の分類」に「畜産食

料品」「水産食料品」と入力してください。） 

※出力する結果の分類で上記の四表の分類より細かい分類を指定する場合は、該当する結果の分類の数

だけ、四表の分類を複製して、結果の分類を振り分けてください。たとえば、食料品より細かい「畜

産食料品」と「水産食料品」を結果の分類として指定する場合は、食料品の行を複製して 2行分作り、

それぞれの行の「結果の分類」に「畜産食料品」と「水産食料品」を入力してください。 

 

  

 

  

生産者価格評価表 商業マージン表 国内貨物運賃表 購入者価格評価表

結果の分類 国内需要合計 国内需要合計 国内需要合計 国内需要合計

耕種農業 農業 8,190,849 3,537,612 607,345 12,335,806

畜産 農業 2,970,596 281,959 65,338 3,317,893

農業サービス 農業 851,259 0 0 851,259

林業 林業 900,391 240,250 29,924 1,170,565

漁業 漁業 1,637,786 912,793 73,180 2,623,759

金属鉱物 鉱業 3,066,243 82,523 152,272 3,301,038

石炭・原油・天然ガス 鉱業 20,336,712 270,218 1,000,910 21,607,840

生産者価格評価表 商業マージン表 国内貨物運賃表 購入者価格評価表

結果の分類 国内需要合計 国内需要合計 国内需要合計 国内需要合計

食料品 畜産食料品 29,637,019 15,461,146 1,231,301 46,329,466

食料品 水産食料品 29,637,019 15,461,146 1,231,301 46,329,466
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（５）経済波及効果の「見える化」推計 

① 推計方法の選択 

  （「入力シート」６．以下では入力された観光入込客数・観光消費単価より各消費項目の総額を

計算しています。推計に使用する分類（大分類・小分類）を選択してください。） 

  「入力シート」６．で推計方法を選択し、総観光消費額、経済波及効果を推計します。 

大分類、小分類の表には、自動的に宿泊費、交通費といった消費項目ごとの観光消費単価から各項

目の総観光消費額が算出されています。これらの項目は産業連関表の産業部門の分類に振り分けられ、

それぞれの部門の需要の増加として扱われます。各項目の総観光消費額は、「観光入込客数（人）×

観光消費単価（円）」で算出されます。 

 

１）ドロップダウンリストより「大分類」か「小分類」を選択してください。選択した分類で推計

が行われます。 

２）ドロップダウンリストでは、（１）④で入力した「観光客属性」別に推計できるほか、カテゴ

リ別での推計方法を選択し経済波及効果を推計できます。 

  （標準の状態の場合） 

１ ２ １）の大分類・小分類の選択において… 

観光客属性 総数 総数に入力された値から経済波及効果を推計します。 

日帰り客 日帰り客に入力された値から経済波及効果を推計します。 

宿泊客 宿泊客に入力された値から経済波及効果を推計します。 

道内客 道内客に入力された値から経済波及効果を推計します。 

道外客 道外客に入力された値から経済波及効果を推計します。 

外国人 外国人に入力された値から経済波及効果を推計します。 

カテゴリご

との総数 

総数 総数に入力された値から経済波及効果を推計します。 

日帰り・宿泊 日帰り客と宿泊客に入力された値の合計から経済波及効果

を推計します。 

居住地 道内客と道外客、外国人に入力された値の合計から経済波

及効果を推計します。 

 

  

推計に使用する分類（大分類・小分類）を選択してください。

大分類

また、観光客の属性別の観光消費単価を入力された場合は、

１のドロップダウンリストで「観光客属性」を選択した上で、2のドロップダウンリストで属性を選択すると、

その属性だけの観光消費額による経済波及効果が推計されます。

※また、１のドロップダウンリストで「カテゴリごとの総数」を選択した上で、2のドロップダウンリストでカテゴリを選択すると、

　総数の観光消費額をカテゴリごとの合計値とした上で、その観光消費額による経済波及効果が推計されます。

1 観光客属性

2 総数

大分類

観光消費需要

消費項目

（大分類）

振り分ける

産業部門
総数 日帰り客 宿泊客 道内客 道外客 外国人客

総数 日帰り・宿泊 日帰り・宿泊 居住地 居住地 居住地

交通費 運輸・情報通信 446 217 135 325 112 0

宿泊費 サービス業 784 62 370 487 254 0

飲食費 サービス業 687 285 223 533 145 0

買い物費 製造業 788 708 111 645 143 0

その他（入場料など）サービス業 177 126 39 131 45 0

１）ドロップダウンリスト 

２）ドロップダウンリスト 
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６．シミュレーション 
観光入込客数、観光消費単価、域内調達率に関して、任意の数値を入力してシミュレーションを行

うことができます。 

 

１）シミュレーションは、観光入込客数、観光消費単価、域内調達率それぞれについて行うことが

できます。シミュレーションを行いたい項目について、それぞれの入力欄の上にあるドロップ

ダウンリストより「1.シミュレーションを行う」を選択した上で、任意の数値を入力してくだ

さい。 

   

 

※シミュレーションを行わない場合は「2.シミュレーションを行わない」を選択してください。 

 

〇観光入込客数 

入力方法の説明は、５④と同じです。 

    

 

〇観光消費単価 

入力方法の説明は、５⑤と同じです。 

 

  

観光入込客数

（人）

総数 455,400

日帰り客 382,400

宿泊客 73,000

道内客 394,200

道外客 61,200

外国人客 0

観光消費需要

消費項目（質問項目）

（大分類）

総数 日帰り客 宿泊客 道内客 道外客 外国人客

交通費 979 566 1,853 824 1,822 0

宿泊費 1,722 161 5,063 1,236 4,143 0

飲食費 1,509 744 3,060 1,351 2,370 0

買い物費 1,731 1,851 1,524 1,637 2,331 0

その他（入場料など） 389 329 531 332 739 0
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〇域内調達率 

域内調達率に関しては、域内調達率の欄に％単位で数値を入力してください。 

 

  

域内調達率

農業 92.9 %

林業 79.6 %

漁業 0.0 %

鉱業 22.6 %

製造業 80.0 %

建設業 80.0 %

電気・ガス・水道 100.0 %

卸売・小売業 100.0 %

金融・保険・不動産 80.0 %

運輸・情報通信 80.0 %

公務 100.0 %

サービス業 80.0 %

分類不明 100.0 %
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７．産業連関表の作成・経済波及効果の算出のための推計手順 
 

地域版の産業連関表の作成・経済波及効果の算出のための推計は Excel の数式で自動的に行われま

す。以下では推計の考え方を簡単に解説します。 

 

①地域版の産業連関表の作成 

 

 

〇産業部門別の域内生産額の推計 

北海道の産業連関表の各産業部門の道内生産額を、対象地域と北海道の各産業の従業員数で按分

して推計します。経済センサスから当該地域の産業部門の収入額が分かる場合は採用します。 

（５（１）⑪の入力値を優先します。） 

 

〇投入係数表の作成 

統合中分類の投入係数表から、出力結果の分類での投入係数表を作成します。 

 

〇中間消費・粗付加価値の算出 

対象地域の各産業部門の生産額に投入係数を乗じて産業部門別の中間消費額と粗付加価値額を算

出します。 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 13

農業 林業 漁業 鉱業 製造業 建築業
電気・ガス・

水道
商業

金融・保

険・不動産

運輸・情報

通信
公務 サービス業 分類不明 分類不明

内生部門

計

家計外消

費支出

民間消費

支出

一般政府

消費支出

一般政府

消費支出

(社会資本

等減耗分)

域内総固

定資本形

成（公

的）

域内総固

定資本形

成（民

間）

在庫純増 調整項
域内最終

需要計

域内需要

合計
輸移出計

最終需要

計
需要合計

（控除）

輸移入計

最終需要

部門計

域内生産

額

1 農業 1072 1 0 0 1525 21 0 2 0 2 7 179 0 0 2810 12 708 0 0 0 278 -7 0 990 3799 3148 4138 6948 -1503 2635 5445

2 林業 1 85 0 0 121 1 0 0 0 0 1 16 0 0 224 1 42 0 0 0 0 132 0 175 399 18 193 417 -6 423 412

3 漁業 0 0 0 0 709 0 0 0 0 0 1 41 0 0 751 3 79 0 0 0 0 0 0 82 833 422 504 1255 -1255 2509 0

4 鉱業 0 0 0 1 2708 143 637 0 0 0 1 0 2 2 3492 -1 -1 0 0 0 -1 -14 0 -17 3476 67 50 3542 -2809 6351 734

5 製造業 1155 25 0 104 6372 2680 1080 1086 215 1222 6922 5531 1605 1605 27998 410 14202 108 3 1111 4386 55 22 20297 48295 18873 39170 67168 -46646 113813 20522

6 建築業 20 1 0 5 48 10 240 137 585 79 435 157 13 13 1730 0 0 0 0 9681 6735 0 0 16416 18146 0 16416 18146 -7346 25492 10800

7 電気・ガス・水道 74 2 0 38 415 69 1152 618 148 201 1910 1029 354 1044 6012 2 1986 329 117 0 0 0 0 2433 8445 6 2440 8452 0 8452 9141

8 商業 299 7 0 21 1059 766 131 513 62 170 1031 1646 242 242 5947 389 12670 5 0 229 1053 78 0 14424 20371 5050 19474 25421 -3424 28845 21997

9 金融・保険・不動産 40 3 0 32 127 198 201 1154 1544 424 3613 796 722 722 8853 0 16029 21 0 0 0 0 0 16050 24902 206 16256 25108 -7396 32504 17713

10 運輸・情報通信 163 11 0 34 705 495 336 1245 425 2082 3965 1576 1924 1924 12961 140 5957 -81 2 185 788 10 0 7001 19962 5929 12930 25891 -12535 38425 13356

11 公務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2082 50469 2082 0 190 18608 6229 0 0 0 0 25028 27110 0 25028 27110 0 27110 75496

12 サービス業 209 16 0 112 675 1318 935 1753 969 1369 4921 3208 1490 1490 16975 2347 13826 31937 394 108 337 0 0 48949 65923 1908 50857 67831 -30372 98204 37459

13 分類不明 58 6 0 8 50 163 60 185 53 118 56 198 0 15231 954 0 5 0 0 0 0 0 0 5 959 0 5 959 0 959 16189

内生部門計 3091 157 0 354 14513 5865 4773 6693 4000 5667 22863 14377 8435 72742 90788 3303 65692 50925 6745 11315 13576 254 22 151832 242620 35626 187458 278247 -113291 385722 229263

家計外消費支出 10 4 0 32 203 179 149 482 185 249 818 558 54 54 2924

雇用者所得 461 95 0 139 2385 3805 1677 9072 2189 4049 28631 16024 560 560 69087

営業余剰 1626 155 0 73 976 265 -162 3421 6607 1585 0 2436 6049 6049 23031

資本減耗引当 1002 29 0 84 968 377 2159 1535 4040 1422 0 3076 918 918 15608

資本減耗引当（社会資本等減耗分） 0 0 0 0 1 0 109 0 0 1 22853 222 0 0 23187

間接税（関税・輸入品商品税を除く。） 223 11 0 55 1565 394 514 811 835 433 331 1026 174 174 6374

（控除）経常補助金 -967 -40 0 -4 -91 -84 -77 -18 -143 -51 0 -260 0 0 -1736

粗付加価値部門計 2354 255 0 379 6009 4935 4369 15303 13713 7689 52633 23082 7754 7754 138474

道内生産額 5,445 412 0 734 20,522 10,800 9,141 21,997 17,713 13,356 75,496 37,459 16,189 80,496 229,263
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〇移輸出入額の推計 

サーベイ法とノンサーベイ法により行います。 

サーベイ法  ：対象地域の事業者にアンケート調査を行い、得られたデータから移輸出・移輸入

の額を推計します。 

ノンサーベイ法：対象地域と北海道内の域外・北海道以外の国内・海外との取引に分けて移輸出額・

移輸入額の推計を行い、これらを合計し移輸出額とします。 

 

 対象地域と北海道内の域外の取引に関しては、各々の産業の対象地域における構成比
と北海道における構成比を比較し、対象地域の産業構成比の方が高い産業は移出産業

とみなし、対象地域の北海道内の域外に対する純移輸出額（移輸出額－移輸入額）を

移出額とします。逆に対象地域の産業構成比の方が低い産業は移入産業とみなし、対

象地域の北海道内の域外に対する純移出額を移入額とします。産業の構成比には、当

該産業の生産額と、対象地域の域内生産額の合計の比を使用します。 

 対象地域と北海道以外の国内の取引に関しては、北海道の移出額・移入額を、北海道
と対象地域の域内生産額で按分し、対象地域の北海道以外の国内に対する移出額・移

入額を推計します。 

 対象地域と海外の取引に関しては、北海道の輸出額・輸入額を、北海道と対象地域の
域内生産額で按分し、対象地域の海外に対する輸出額・輸入額を推計します。 

 

〇最終需要（移輸出入額以外）の推計 

北海道産業連関表の最終需要の数値をもとに、各種統計を利用して按分推計します。 

家計外消費支出 北海道と対象地域の経済センサスの非一次産業の収入額で按分。 

民間消費支出 北海道と対象地域の人口で按分。 

一般政府消費支出 北海道と対象地域の、歳出合計から投資的経費計や公債費を除いた支出の

額で按分。 

一般政府消費支出 

(社会資本等減耗分) 

北海道と対象地域の、過去 5年分の投資的経費計で按分。 

域内総固定資本形成

（公的） 

北海道と対象地域の投資的経費計で按分。 

域内総固定資本形成

（民間） 

北海道と対象地域の経済センサスの非一次産業の収入額で按分。 

在庫純増 北海道と対象地域の生産額で按分。 

調整項 北海道と対象地域の移輸出額で按分。 
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②経済波及効果の算出 

〇生産誘発額 

増加した需要に域内調達率を乗じた額を生産額の域内直接効果とします。ただし、宿泊、飲食など

のサービス、交通に関しては、観光客の消費は全て地域内で行われるため、増加した需要額と同額の

域内直接効果が発生するものとします。 

域内直接効果によって各産業部門の原材料やサービスの仕入が増加し、その産業部門の生産が誘発

されることと仮定し（一次波及効果）、この生産誘発額は域内直接効果に投入係数（ある産業の生産

物一単位に必要な要素の各産業からの調達割合を示す係数）を乗じて算出します。また、直接効果と

一次波及効果によって雇用者所得と消費が誘発されますが、これによってまた各産業部門の生産が誘

発されると仮定します（二次波及効果）。 

 

〇粗付加価値誘発額 

生産誘発額に粗付加価値率を乗じることにより求めます。 

 

〇雇用者所得誘発額 

生産誘発額に雇用者所得率を乗じることにより、観光消費によって生み出される雇用者所得を推計

します。 

 

〇税収効果 

まず市町村税収入額のうち個人直接税収入額（個人市町村民税の個人均等割と所得割の合計）と雇

用者所得から個人税収係数を算出し、雇用者所得誘発額と乗じることにより個人直接税の誘発額を推

計します。 

 また、法人直接税収入額（法人市町村民税の法人均等割と法人税割の合計）と域内生産額から法人

税収係数を算出し、生産誘発額と乗じることにより法人直接税の誘発額を推計します。 

 個人直接税、法人直接税の誘発額を合計して税収効果とします。 

 

〇就業誘発人数 

生産誘発額に就業誘発係数を乗じることにより、観光消費によって生み出される就業者数を推計し

ます。 

 

〇雇用誘発人数 

生産誘発額に雇用誘発係数を乗じることにより、観光消費によって生み出される雇用者数を推計し

ます。 
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